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１．はじめに  

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震時に，東京圏において多くの帰宅困難者が発生

した．多種多様な首都機能が集中する東京圏におい

ては，鉄道を代表とする大規模交通システムに支え

られて毎日大量の人々が移動を繰り返している．つ

まり，鉄道輸送に大きく依存した人々が地震災害等

により移動手段が途絶された途端，徒歩によって帰

宅せざるを得ない状況になる． 

 帰宅困難者問題は，一斉帰宅の抑制により解決を

図る方針であるが，懸念される問題点や課題への対

応策は対象とする主体によってリスクが異なる． 

 本研究では，徒歩帰宅者本人，会社・学校（私立

中学・高校，大学），行政，住民の 4つの主体に対し

て，それぞれのリスクについて考察を行った． 

２．主体別リスクテーブル  

 主体別の，都市内滞留者の帰宅パターンに応じた

リスクを整理したものを表 1 に示す．帰宅仮定とし

て考えた状況は，地震災害等が発生し，発災後に「滞

留者全員が一斉帰宅」，「滞留者のうち帰宅可能者は

発災後一斉帰宅し，帰宅困難者は 3日後に帰宅する」

という 2 パターンを想定した．後者の帰宅パターン

は，提案されている「むやみに移動を開始しない」

1)という方針及び水・食料等を事業所において 3日分

備蓄していく対策 2)が進められている状況を考慮し

たものである．

表 1 主体別リスクテーブル 
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３．帰宅抑制後の帰宅パターン②に関して  

・帰宅者本人におけるリスク 

一斉帰宅で列挙した死傷リスクが人数の減少によ

り低下すると考えられる．しかし，家族等と安否確

認がとりづらいと帰宅意志が強まる，待機場所が余

震や延焼火災によりさらに避難が必要になるリスク

が新たに挙げられる． 

・会社・学校におけるリスク  

社員や生徒を待機させるための施設の安全性確保

が重要となるため，会社や学校は施設の耐震化や防

災教育を実施しなければならない． 

・行政におけるリスク  

一斉帰宅よりも，消火・救助活動への影響，人的

被害のリスクが減少する．しかし，3日後の帰宅困難

者の移動によって，交通網の混乱発生，帰宅者対応

や安全確保が難しくなる．加えて，避難所や帰宅支

援ステーションへの支援が必要になってくる． 

・住民におけるリスク  

3 日後の帰宅困難者の移動によって，避難所周辺の

混雑を発生させ，救援物資等の搬入を妨げる．また，

一斉帰宅と同様に自宅近傍を移動している徒歩帰宅

者から水や食料，休息場所，トイレ，要配慮者から

の支援を求められる可能性がある． 

４．現状の対策と残されたリスク  

東北地方太平洋沖地震後の調査結果 3)から，帰宅

困難者対策を実施するうえで表 2 のような課題が明

らかになった．東京都は，対策の柱として 4 つを掲

げ関係機関等と取り組んでいる．そこで，その対策

を実施しても残されたリスクも列挙する． 

５．まとめ  

・帰宅パターン①では，大量の「人」による混雑が

要因でリスクが高まる問題が発生すると考えられる． 

・帰宅パターン②では，発災後は大量の「人」が要

因となるリスクは減少する．しかし，3日間「帰宅困

難者」を施設内に待機させるために帰宅者本人や会

社・学校のリスクが増加する． 

・表 1 より，帰宅状況に応じたリスクを具体的に整

理した．その結果，表 2 で示す対策ではカバーしき

れないリスクが潜在していることを明らかにした． 
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